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資料１
民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会

市場・防災社会システム分科会の運営

座長：樋口公啓 日本経済団体連合会副会長●

●目的：日常的な商品やサービスの防災性能に着目し評価することで、
消費者や企業の行動を通じて社会の防災力が高まる仕組みや、企業
の防災への取り組みが社会的に評価される仕組みを作る等、市場の
力を活かして防災力向上を図るための施策の検討

１２月１５日（月）１５：００～）第１回分科会 （

・大林委員（慶応大学助教授）によるご報告
・ゲスト：松下電器産業

１月開催予定）第２回分科会 （

・委員によるご報告
・各種防災関係商品、技術等を紹介

＜手回し充電たまご＞ ＜「防災瓦」＞

１分間充電（ 回まわす）でラジオ 瓦メーカーが、地場の粘土を活用し120
分使用、携帯電話の充電も可能 耐風、耐震性にすぐれた瓦を開発60
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（３月開催予定）第３回分科会

・委員によるご報告
・各種情報提供サービスを紹介

←民間による安否
確認サービス

(平時は鉄道事故
情報等を提供）

⇒４月に第２回全体調査会を開催し、１６年度は、市場を通じて災害に強い社
会システムを構築するための環境整備のあり方等を検討する。

☆ まず、企業が提供する商品、サービス等に着目。そうした商品やサー
ビスが市場で適切に評価される仕組み等を検討。

☆ 続いて、防災に向けた企業の取り組みを社会がどう評価するか、リス
ク情報開示等、今後のディスクロージャー制度の見直し等の動向を踏ま
え、企業評価・ファイナンスや税制等の分野での課題を検討する。
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（参 考）

【専門調査会全体の検討課題】

① 災害に強いまちづくりに向け、企業等が連携し日常的に活動に
参画することで地域防災力向上が図られる「防災まちづくり」を
推進するための施策の検討

② 日常的な商品やサービスの防災性能に着目し評価することで、
消費者や企業の行動を通じて社会の防災力が高まる仕組みや、企業
の防災への取り組みが社会的に評価される仕組みを作る等、市場の
力を活かして防災力向上を図るための施策の検討

９月１８日 第１回専門調査会開催
↓

「防災まちづくり 「市場・防災社会システム」の分科会を設置し、分科会」
ごとに検討を進める。

↓

＜来年夏の成果イメージ＞

① の策定「民間と市場の力を活かした防災戦略（仮称 」）
（防災における官民連携の基本指針）

② 、 における企業等の役割の見直し防災基本計画 地域防災計画

防災まちづくり分科会

●座長：伊藤 滋 財団法人都市防災研究所理事長
●第１回分科会 １２月３日（水）開催

防災まちづくりモデル事業の実施
先進的な取り組みを行っている地域で、まちづくりに参画している市民、企
業、ＮＰＯ等からなる委員会を設置、地域の課題と対応策を検討（６地区）
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１ 早稲田（商店街）

・商店街等の事業者が中心となって、新住民や学生と協働して、住民、特に
子供たちの命を守る「わせだ命のまちづくり」を実践。

⇒第１回委員会を１１月２６日（水）開催

２ 平塚（住宅地）

・高齢者福祉の分野で活動しているＮＰＯ中心に「ひらつか防災まちづくり
の会」が発足、ＰＴＡ等と連携して学区単位で活動。

⇒第１回委員会を１１月３０日（日）開催

３ 大手町・丸の内・有楽町（業務市街地）

・再開発推進協議会に参加する企業が中心となって、賑わいのあるまちづく
。 、 。りと防災との両立を模索 流入帰宅困難者対策 情報システム構築を検討

⇒第１回委員会を１２月２日（火）開催

４ 名古屋駅前（駅前地区）

・東海地震強化地域内の市街地として、中部経済連合会が呼びかけ、駅前の
事業者が連携して防災対策を検討。

⇒第１回委員会を１１月２０日（木）開催

５ 目白（住宅、文教地区）

・駅周辺地区整備推進協議会を発展させ、市民が「目白まちづくり倶楽部」
、 、 、 、 。を発足 環境 防災 防犯等の問題へハード ソフト両面からアプローチ

⇒第１回委員会を１２月５日（金）開催

６ 多摩田園都市（ニュータウン）

・開発後長期間を経過したニュータウンにおいて、開発した企業が中心とな
って、新たなまちづくりの拠点を構築。コミュニティＦＭ局と連携。

⇒第１回委員会を１１月２７日（木）開催

☆ 各地域ごとに、地域特性を踏まえ、防災上の課題を検証するとともに
それへの対応策を検討する。

☆ 対応策の中で、民間で自主的に対応できるもの、行政と連携して実施
する必要のあるもの等を具体化させる。



 1

 

防災の社会システムに関する着眼点 

 

慶應義塾大学 大林厚臣 
 
 
リスクに対する人間の行動 
 
 リスクを極力避ける場合 

  （この分野に利益を求めず、他に注意を集中する。安心できることに価値がある。） 
 
  リスクとリターンのトレードオフを考える場合 
  （この分野では、リスクと隣り合わせの利益を得ようとする。） 
 
同じ個人や企業が、場面により行動のタイプを変える。リスクを取る場合は、リスクを

軽減させる工夫をする。健全な経済の発展のためにはどちらの行動も必要であり、政策は

両タイプの活動を支援する必要があろう。 
 
 
 リスクに関する情報が正確であるほど良い決定ができる。しかしリスクに対する人間の

行動は、確率などの客観的データよりも、むしろ記憶や感情など、状況の主観的な認識に

強い影響を受ける。 
 
・衝撃的なニュース、最近のできごと、身近の者に起きたできごと等、思い出しやすい出 
 来事と似た事象のリスクを過大評価する。 
・自分にとって望ましいことの確率を過大評価し、望ましくないことの確率を過少評価す 
 る。 
・負のイメージを連想する事柄はあまり考えたくない。 
 
→ 地震など低頻度大被害のリスクは、心理的負担のため生々しい記憶もやがて風化し、 
  想像力を働かせて防災を考えるる機会が不足し、リスクを過小評価する傾向がある。 

 
（対応） 
 防災対策が、重苦しいイメージにならないよう、できることなら楽しく発展につながる

方向に関連づけたい。日頃からストレスなく安全の問題を考えることができれば、人々の

工夫やコミュニケーションが促進されるであろう。 

資料２ 
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災害の性質 
 
予想しない事態が起きたから災害になる。 → 事前の予想が困難 → 情報の問題 
 
人間の意図や注意のあり方が被害を左右する。→ インセンティブ（行動誘因）の問題 
 
人間の対応能力に限界がある。 → 装置や機械による対応 
 
 
時間の経過 
         事前（予防） →  災害（避難・救援） →  事後（回復） 
      平時        緊急時          平時 
 
情報の問題    予想が困難。    事態を把握できない。 
 
インセンティブ  防災に関して不足。              協力に関して不足。 
 
対応能力               時間的・物理的な制限。 
                   意思決定能力の低下。 
 
 
情報の精度と予防 
 
 概して、対策は早い段階で行うほど費用対効果が高いが、予防の費用対効果は情報の精

度に依存する。 
 
例： いつか来るであろう大地震に備えて、家屋を補修する。 
  （一度の補修で数十年は効果がある。今後数十年に高い確率で地震が来るなら、きわ 
   めて現実的な対策である。） 

 
例： 大地震があるかも知れないから、鉄道を運休する。 
  （一日の運休で効果は一日だけ。運休の社会的費用を考えると、時間的に狭い範囲で 
   予知できなければ、現実的な対策ではない。） 
 
 つまり、情報の精度が高まるほど（被害の時期や範囲など）、現実的に取りうる予防策が

増し、被害を軽減できる。 
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情報の収集と共有 
 
事前（予防） 
被害を回避できる可能性を発見した時に、その対策をとれる者への通知を促す仕組み。 
 
・普段の近隣づきあい、職場の風土づくり。 
  → 気づいた事を気軽に伝えられるように、心理的な敷居が下がる。 
・建物や地区の安全性をこまめに評価する。 
  → 取られた対策の効果を数値化しやすい。（防災会計とも関連） 
 
 
災害時（避難・救援） 
・困難に陥っている者ほど情報の発信が難しいので、当初は重要な情報ほど集まりにくい。 
・情報の精度やダブル・カウント、パニックなど緊急時の問題。 
→ 被災情報は、待っているより取りに行く方が正確。 
  安否や被害を、自動的に報告・確認できる機械やシステムが有効。 

 
・避難や救援に関する意思決定は、基本的には最善の情報をもつ者（通常は現場）が行う

べき。一方で、中央本部は方針の一貫性と資源の最適投入を可能にする。情報が集積する

ほどに、時間を追って中央本部の優位性が高まる。 
 
・予想を超える事態が災害の特徴なので、防災マニュアルはつねに万能ではない。分厚い

マニュアルは習得できず、マニュアルに縛られる行動はときに不適切である。 
→ マニュアルには、行動の目安としての事項（迷ったときの目安、対策の漏れがない 
  かチェックする目安）と、必ず守るべき事項（それを守らないと他者が危険になる） 
  を区別する。前者の遵守は臨機応変。後者の遵守は徹底。 

 
 
事後（回復） 
・被害の程度や、回復に必要な援助は、自己申告だけにたよると、人により過大・過小申

告の差が大きい。 
・原因を究明して将来の予防に利用する。事故の原因は、目立つ直接の要因のほかに、多 

くの目立たない要因が複合しているのが普通である。 
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災害時の行動 
 
・火災や倒壊が同時多発すると、救助の専門家や機械力がまったく不足する。専門家は病

院等の重要機能の維持を優先せざるを得ないので、大災害では初期の自助努力が、自分

や周囲の者を助けるために重要になる。 
 
・差し迫った危険や、強い心理的圧力を感じると、合理的意思決定の能力が制限される。 
→ 反射的、習慣的な行動をとる。 

 
・人々は、避難に際して競合があると利己的になるが、競合がなければ協力的になる。 
 
（対策） 
 広い避難経路 
リーダーシップをもった個人 
整然とした行動の習慣 

 
 
インセンティブ（行動誘因）の問題 
 
内部経済 
自らの行動や知識が、自らの被害を予防または軽減する場合。 
（特徴） 
 行動と結果の費用対効果が自己完結しており、インセンティブの問題は発生しない。 
 適切な情報提供による自助努力の促進が、対策の中心になるか。 
 
 
外部経済 
自らの行動や情報提供が、他者の被害を予防または軽減する場合。 
例： 安全運転、感染症治療、防災建築、防災の情報提供、救援 
（特徴） 
 行動と結果の費用対効果が、本人の利害に正確に反映されないため、インセンティブの

問題が発生する。社会的に必要な行動が行われなかったり、社会的に望ましくない行動が

行われる。 
 
（対策） 
市場アプローチ 
外部経済を生む行動に対価を与える。あるいは、外部不経済を生む行動に料金を課す。

料金は補償等に転用する。 
例： 環境問題における炭素税 
例： 耐震改修やセットバックを行う費用を、本人以外の受益者も一部負担する。 
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規制アプローチ 
外部経済を生む行動を義務づける。あるいは、外部不経済を生む行動を禁止する。 

例： 環境規制 
例： 耐震改修やセットバックを義務づける。 
 
 
市場アプローチは、当事者の創意工夫を刺激して、制度を進化・発展させやすい。一方

で、規制アプローチの方が、運用や意思決定が簡便になる場合もある。両者の使い分けが

肝要。 
 
＊ そのほか、社会的規範や個人の倫理意識は、一朝一夕に築けるものではないが、監視

や金銭を必要とせず、多くの場合に市場や規制より有効な動機付けである。 
 
 
リスク分散（保険等）とモラルハザード 
 
例： 自動車保険に入っていない時は、運転が慎重になる。 
  （保険に入ると、慎重でなくなる。） 
例： 家屋が倒れても、たぶん国が補償してくれるだろうから、耐震補強はしない。 
  （補償してくれないなら、最低限の補強を考える。） 
 
構造： モラルハザード 
 当事者の努力でリスクを軽減できる場合、リスクの分散は予防努力の減少をまね   

く。（注：被害が本人の努力の及ばない原因によって起こるなら、モラルハザードは無関係

である。） 
 しかし、社会のセイフティ・ネットは、構造的にリスク分散の性質をもつことになる。 
 
（対策）セイフティ・ネットと、モラルハザードを防ぐインセンティブの両建て。 
例： 一部自己負担。 予防措置によって保険料率を変動させる。 
 



 6

地震保険 
理想的には、セイフティ・ネットとしての機能と、モラルハザードを防ぐインセンティ

ブと、外部経済を解決するインセンティブを併せ持つと良い。 
 
（例） 全世帯加入 ＋ 防災対策にもとづく料率の割引 
全世帯加入ならば、防災対策の外部経済も、加入者の事故率の低下となって内部化され

る。つまり、料率の割引によるインセンティブで、外部経済まで解決できることになる。 
 
（利点）網羅的に防災対策や被害の情報が入手でき、予防や回復に利用できる。 
・保険料の割引のため、加入者は防災対策の進み具合を報告する。 
・保険金支払いを請求する時に、加入者は被害の情報を報告し、保険者は被害を査定する。 
 
（問題点） 
料率が正確にリスクと外部経済を反映すると、ハイリスクの者は保険料を払えない。 
しかし料率がリスクを反映しないと、適切なリスク対策がされなくなる。 
→ 移行期には個別の補助が必要かも知れないが、長期的には自助努力で適切な防災や 
  リスク回避（転居を含む）がなされる事が望ましい。 

 
 
防災会計 
 
（問題点） 
 防災対策の効果が不明なので、対策を推進しにくく、成果をアピールしにくい。 
・効果が分からないと社内提案が難しいし、株主への説明も難しい。 
・市場アプローチで外部経済を解決するには、防災対策が周囲に及ぼす効果を定量化する

必要がある。 
・規制アプローチで外部経済を解決するには、防災対策の効果が分からないと適切な政策 

を選べない。 
 
（問題点） 
 リスク情報は、地震、火災、水害、犯罪、交通事故等、個別に公表されているが、個人

にとっても企業にとっても、重要なのは総合的な安全性であり、対策の優先順位である。

特定のリスクだけが喧伝される事がある。また、建物の補強やカメラの設置など、複数の

種類のリスクを軽減する対策は、総合的に評価しないと効果が過小評価される。 
 
（対策） 
事故の頻度や被害の大きさを、異なる種類のリスクに対して、比較可能な基準で評価す

る。地区や建物の安全性を、その基準で評価したデータベースや、特定の防災対策が、外

部経済を含めて各種の被害をどの程度軽減するかのデータがあれば、総合的な安全性を高

める方法が検討できる。 
防災建築や道路づけなどの外部経済が数値化できれば、周辺地域の地価や賃貸料に反映
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させて、地域で改築費を一部負担するインセンティブができる。また、保険料率に反映さ

せて、インセンティブを設計することも可能である。 
 
（傾向） 
 市場アプローチと防災会計は互いに補強しあう。 
・市場が機能するには、リスクを評価するための情報が必要。 
・市場が機能すると、そこでの取引価格が、新たなリスク情報や評価情報になる。 
 
 
機械や装置の開発 
 
防災対策を単にコスト要因と考えず、市場を開拓する可能性と考える。 

 
（参考）自動車の環境対策は、当初は単なるコスト要因と考えられていたが、その対策を

最初にクリアした日本車は、世界に市場を拡げた。環境対策から、他に応用できる技術も

生まれている。後追いはコスト要因であるが、先行すればビジネス・チャンスになる可能

性がある。 
 
 建物の地震対策は、防火対策と共通点が多く、地域の被災情報の収集は、広域火災や水

害と、個人の救援要請は防犯とも共通点が多い。仮に耐震を目的にした製品やシステムで

も、他の用途への応用を含めて考えると、各国の需要が考えられる。 
 
（例） 
・災害時の被害情報を自動的に発信・収集するシステム。 
公共カメラと画像認識のシステム、携帯端末の SOS 機能など。 

・建物の経済的な耐震・防火改修。 
・加速度や姿勢を探知する防災家具。 
エアバッグや、倒れると消えるストーブが可能ならば、加速度を感じると閉じるガス栓 
や、エアバッグを家の梁に付けるのはどうか。（漫画的な例ですみません） 

 
そのほか、戦略的な推進法としては、各種製品やシステムの防災基準を設定し、その基

準を海外にもアピールする。（安全を追求する国としてのアピール、その国で優秀と認めら

れた製品のアピール、もちろんその安全基準を海外にも普及させるよう努めるのですが。） 
 

以上 
 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 
 
 

民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会 

市場・防災社会システム分科会（第一回） 

 
 
 
 
 
 
 
 

参 考 資 料 
 



 
 

目  次 
 
 
 

（１） 耐震化推進のための誘導策 ･･････････････････････････････  １  
 
 

（２） 地震保険の料率 ････････････････････････････････････････  ７ 
 
 

（３） 自動震動感知装置による被害軽減方策 ････････････････････ １０ 
 
 

（４） 企業による被害情報収集と提供システム ･･････････････････ １１ 
 
 

（５） 企業のリスク情報開示について ･･････････････････････････ １４ 
 
 

（６） 企業の報告書に防災関係の記述がある例 ･･････････････････ ２１



 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


